
平成二十九年経済産業省令第五十九号

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十三条第三項の規定による商標権の譲受けの申請手続に

関する省令

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成十九年法律第四十号）第二十二条第三項の規定に基づき、

並びに同法及び地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律施行令（平成十九年政令第百七十八号）を実施する

ため、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十一条第一項の規定による特許料の軽減の申請手続等に

関する省令を次のように定める。

１　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（以下「法」という。）第二十三条第三項の規定により商標権

の譲受けの申請をする組合等（商標法（昭和三十四年法律第百二十七号）第七条の二第一項に規定する組合等をいう。次項において同

じ。）は、様式による申請書を、法第二十三条第一項に規定する一般社団法人（次項において単に「一般社団法人」という。）に係る地域

経済
けん

牽引事業計画の承認を行った都道府県知事又は経済産業大臣に提出しなければならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　組合等の構成員の過半数が一般社団法人の社員であることを証する書面

二　組合等又はその構成員が法第四条第二項第一号に規定する促進区域で事業を行っていることを証する書面

三　組合等が一般社団法人から商標権の譲受けを申請することについて同意を得ていることを証する書面

附　則　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三〇年三月一二日経済産業省令第五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成三十年四月一日から施行する。

（地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十一条第一項の規定による特許料の軽減の申請手続等に関

する省令の一部改正に伴う経過措置）

第五条　第四条の規定による改正後の地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十一条第一項の規定によ

る特許料の軽減の申請手続等に関する省令第一条の規定は、この省令の施行の日以後に同条の規定により提出する申請書について適用

し、同日前に第四条の規定による改正前の地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十一条第一項の規

定による特許料の軽減の申請手続等に関する省令第一条の規定により提出した申請書については、なお従前の例による。

附　則　（平成三一年二月一五日経済産業省令第一四号）

この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日（平成三十一年四月一日）から施行す

る。

附　則　（令和二年九月一六日経済産業省令第七五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、中小企業の事業承継の促進のための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律等の一部を改正する法律の施

行の日（令和二年十月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日経済産業省令第九二号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類（第九

十二条による改正前の電気事業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う経過措置に関する省令様式第十三を除く。）は、この省令に

よる改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙（第九十二条による改正前の電気事業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う経過

措置に関する省令様式第十三を除く。）については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年三月三一日経済産業省令第二五号）

この省令は、令和三年四月一日から施行する。
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様式
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様式 

 

商標権譲受け申請書  

 

  年  月  日  

 

  都道府県知事（経済産業大臣） 殿  

 

１ 商標登録番号    第       号  

 

２ 登録の目的  本商標権の譲受け  

 

３ 申請人  

      住所（居所）  

      氏名（名称）                                

     （代表者）  

   （国籍）  

 

４ 添付書面の目録  

（１）一般社団法人の社員名簿及び組合等の構成員名簿 １通  

（２）組合等又はその構成員が促進区域で事業を行っていることを証する書面  １

通  

（３）組合等が一般社団法人から商標権の譲受けを申請することについて同意を得

ていることを証する書面 １通  
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